




The framework to levy on local taxes 
of do not pay in a present and forward 
development
鈴　木　　　潮2)
　　Japanese local tax office has various problems, one of which is the 
collection of local taxes. In each autonomy, an eagerness about collection of 
local taxes. This problem stand for diﬀerent of procedure tax bill.  This is 
an issue of right taxation
　　This paper reveal that the real of collection local taxes by investigation. 
Inaddition, in recent years, the framework to levy on local taxes of do not 
pay establish some prefecture. For a solution to these problems, reference 
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化の一層の推進について」（平成 17年 4月 1日 総税企第 79号）、自治税務
局企画課長通知「地方税の徴収に係る合理化・効率化の推進に関する留意事




























































合　　計 94.1 98.5 20.0
都道府県 96.7 98.9 24.5
市町村計 92.2 98.1 18.4
大規模団体計 93.5 98.3 21.4
特別区 92.9 97.9 24.9
大都市 95.0 98.6 23.8
中核市 92.5 98.1 19.7
特例市 91.5 98.0 18.8
中小規模団体計 90.9 97.9 16.2
都　市 90.9 97.9 16.5





































































































































図表 2　ある県の市町村税務行政に関する聞取り調査より（平成 15年度～ 16年度）





























































































設立 移管件数 移管分徴収率 職員 方向性
茨城 H13.4 1100件 36.9% 県・市町職員派遣 滞納整理特化市町レベル向上
三重 H16.4 1000件 39.1% 県・市町職員派遣 滞納整理特化市町レベル向上
和歌山 H18.4 800件 ― 県・市町職員派遣
徳島 H18.4 500件 ― 県・市町職員派遣
愛媛 H18.4 840件 ― 県・市町職員派遣
静岡 H20.1 1000件（予定） ― 県・市町職員派遣 地方税務一元化
　平成 20年 2月現在の全県的組織を挙げ、地域的な小規模広域連合、一部事務組合は
除く



























引受滞納額 徴収額（うち延滞金） 徴収率 ※事前予告効果額
　平成 16年度 30.6億円 11.4（1.9） 37.2% 23.3億円
　平成 17年度 30.8億円 11.4（1.7） 36.9% 16.8億円
※平成 18年度 23.7億円 4.5（0.5） 16.9% 13.0億円








7)　 この部の表は、茨城租税債権管理機構 編「平成 19年度 茨城租税債権管理機構概要」による。








引受件数 ※処理件数（うち完結件数） 差押件数 公売件数
　平成 16年度 1064件 981件（125件） 1611件 40件
　平成 17年度 1092件 995件（157件） 1475件 58件
※平成 18年度 1118件 1021件（176件） 1409件 130件







































































































































































12)　 三重地方税管理回収機構では、当初移管件数割 20万円 /1件であったが、市町村の要望よ
り平成 18年度から 17万円 /1件に下げ、新たに実績割を設け徴収額の 10%としている。
13)　 松村芳幸（2005）「地方税務職員の累積税務経験年数について」『地方税』2005年 10月号
14)　 もちろん税目の違いがあるので、一概に論じることはできない。現在の税務行政事務の流
れからは、国税の情報入手が格段に早いという面も大きな要因である。
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いう効果を述べた。しかし、個別の徴収率の実績値をみると、必ずしも小規
模団体の数値が低いわけではなく、中大規模団体にも低いところがかなりみ
られる。域内全体の徴収率をとる場合、中大規模団体の数値に大きく影響さ
れるため、この層の税務行政を改善しないと、全体の数値には表れにくいと
いうことが起こる15)。前節で茨城県・三重県全体の徴収率は現年課税分は漸
増しているものの、滞納繰越分および合計徴収率への好影響は現在のところ
みられない。機構への市町村別移管件数は公表されていないものの、ヒアリ
ングでの感覚は、圧倒的に税収規模との比率において、小規模団体からの移
管件数が多く、中大規模団体の移管件数は少ない。中大規模団体は、人員面・
職員の経験などが充実している団体が多いという解釈もあるが、それなら徴
収率においても、すべての小規模団体よりも充実していなければならないは
ずであり16)、ここに機構のジレンマがあるといえよう。例えば、京都府にお
いて設立準備されている京都府税務共同化構想においては、現在のところ京
都市が参加していないため、機構が設立されてそれなりの実績を残した場合
でも、全体の徴収率改善が望めるかということには大きな課題があると思わ
れる。
　また市町村側の要望として国民健康保険税の問題がある。今回調査した茨
城県・三重県では地方税であるものの国民健康保険税は引受け対象に含まれ
ていない。しかし、現在市町村が最も苦慮しているのが、国民健康保険税（料）
の徴収率の低下である。その徴収率は、他の地方税より 20～ 30%程度低い
のが現状である。国民健康保険税は、徴収率が直接保険財政に影響すること、
運営交付金が徴収率によって減額されるなどの大きな影響があるため、機構
引受けに国民健康保険税も含めてほしいとの要望が根強くあるとのことであ
る。国民健康保険税（料）は、滞納による保険証切替などの付随業務が多い
ことや、国民健康保険料としている団体もあることから17)、引き受け対象に
15)　 機構を県が中心となって設立する大きな目的に中に、県民住民税は市町村の徴収に依拠す
るということがあり（地方税法第 41条）、そのため全体の徴収率が大きな問題となると推
測される。
16)　もちろん税収における税目の構成が違うので、一概に論じることはできない。
17)　 現在のところ国民健康保険を税としている団体が 87%である。田中凡子（2007）「国民健
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は入っていないが、今後考慮すべき点であろう18)。
　5.　機構からみた小規模団体税務行政の実態と機構の活用
　機構が滞納整理に対して平均値以上の徴収率をあげており、しかも移管さ
れる案件は市町村段階では困難な事案であるということを考えると、その徴
収技術と行動方針が正しいということに他ならない。徴収率が悪い団体、一
般に小規模団体においての税務行政の課題は、その裏返しとみることもでき
る。機構は移管についての市町村向け相談会や、移管の際に案件についての
ヒアリングを行っており、徴収率の悪い市町村の税務行政は何が問題である
のかを把握している。その徴収における税務行政に問題のある自治体が一方
的に悪いは言い切れない。例えば、小規模団体においては物理的に税務に人
員がさけないなどが挙げられる。しかし、これまでみてきたように、今後税
の公平という問題は大きくなる可能性が大きく、税務行政を適切な方向に向
けて行くことは重要であると思われる。ここでは機構が経験上、市町村特に
小規模団体において行えていない点を列挙することにより、データとしては
表せないものの、地方税務行政が抱える問題点の整理を行うこととしたい。
　（1）財産調査段階
　財産調査は正確・迅速に行うことが重要である。正確とは、金融機関への
調査の場合には広域に行うこと、不動産の場合は抵当権者などの権利関係を
正確に把握することが必要となる。これを債権額の確定といい、ある程度の
経験が必要であるほか多人数での分担・判断が必要となる。また債権額の確
定がされると、滞納者からみるといつでも財産を保全されるという意識につ
ながり、納税交渉なども有利に進む場合が多い。
　迅速とは、債権回収は国税をはじめ他市町村、民間との競争という点であ
る。よく国税と地方税の差を能力面に求められることがあるが、それ以外に
康保険税（料）の現状」『地方税』2007年 8月号
18)　 国民健康保険税滞納分は強制処分の際に例外的に含めている。含めないと他団体にも滞納
がある場合、交付要求・参加差押によって他団体の税債権に充当されてしまうからである。
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国税の方が所得、財産に関する情報がそろっており、地方団体はその情報を
もらい把握できるということがある。つまりデータとして把握するのに約半
年のタイムラグがあり、それが決定的な差となる場合がある。地方税の大き
な割合を占める住民税は付加税であり、確定申告後税務署資料をもらうため
の業務に数カ月悩殺され、徴収業務が滞る現実がある。課税システム上やむ
を得ない面もあるが、徴収専門員を置く余裕がない現状では、専門部隊であ
る機構のような組織を活用することが有効であるといえる。
　（2）強制執行段階
　先に金融機関への調査が財産調査の最も基本的なものであることを述べ、
市町村への調査においても大多数できていることが示された（ただしそれが
正確かまたは広域的に行われたものであるかは不明である）。その調査が強
制執行段階で、最も容易に行うことができるのが、預貯金の差押え、生保解
約金の差押えである。なぜ容易かというと第三者の協力してもらう必要がな
いからである（金融機関は協力する義務がある）。その他に最も確実な財産
として、第三者の協力してもらう必要があるが給与の差押えがある。第三者
（給与支払者）の協力は時間がかかる場合が多く、それが市町村が避けて通
る主な理由と考えられるが、継続的かつ安定的という点で確実な債権といえ
る。
　不動産の差押えは、全般的に手続きが煩雑かつ公売に至るまでの時間的負
担が大きい。各機構とも差押え件数の約 3～ 4割が不動産であり、それだけ
市町村が行えていないことになる。特に滞納者の財産は、抵当権が付けられ
ている場合が多く、その権利関係の確認に多大な手間がかかり、かつ専門知
識が要求されるため、人員面・経験面が手薄な市町村では、現実的に困難な
業務であるといえる。また近年、有効な差押え手法として消費者金融等の金
利過払金返還訴訟による返還金の差押えが注目されている。機構ではそれら
のために弁護士・国税 OBなどを非常勤で常駐させる体制をとっている。そ
れらは一定の案件をまとめた上で行うことが効率面からも有効である。現在
各機構とも案件の約半数が小規模団体からの移管であることが（税収比でみ
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ると大多数が小規模団体の案件ともいえる）、それを表していると考えられ
る。
　(3) 全般的要因
　機構の実績として事前予告効果額が大きいことを前述した。それは逆にい
うと滞納者が市町村税務行政を甘くみていることになる。前項で市町村が行
えていないものを列挙したが、徴収業務そのものを全く行っていないとみら
れる団体も少なからず存在し、それは小規模団体に多いことが考えられる。
税収比でみると、移管案件の大多数が小規模団体からの案件であることが、
それを表しているともいえる。
　従来より市町村は住民との距離が近いため、強制執行を行いづらい点が指
摘されてきた。しかし正しい手続きとしては正当化されるものではなく、ま
た税の公平の観点からも問題であるといえる。しかし小規模団体では徴収担
当が数人もしくは徴収専任として人員を配置していない（できない）という
現実がある。不納欠損処理を適切に行うことができているかという問題もあ
る。それらの有効な対策としては、全県的な滞納整理機構に処理を嘱託する
ことが現実的である。機構の存在は、引き受けが滞納額の一部分であったと
しても、事前予告効果にみられるように、滞納者の心理面、納税者の納税意
欲向上面では大きな効果があると考えられる。そのように考えると、税務行
政における費用対効果は、単純な経費と徴収額ではなく、本来徴収の手続き
上必要である経費を考慮しなければならないことがわかる。
　今後滞納整理機構においても、徴収業務の手続きが十分に行うことができ
ない団体へ、実地研修や派遣職員を通じて指導していくことが望まれる。ま
たその威厳を保つためにも移管案件の徴収実績向上が必要となる。機構職員
は税務の精鋭が集められていると聞くが、国税のように税の専門職として採
用されたものではない。また税務は個人個人の能力のみでレベルアップする
ものではない。専門部隊としての環境と責任が作り出しているものである。
それが地方税務行政に決定的に欠けているものである。
　市町村においても、機構の活動を経費と徴収額の単純な費用対効果面のみ
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で考えるのではなく、徴収手続きの正常化など地方税務行政全体に与える好
影響も理解し、積極的に活用していく必要がある。
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